
年 月 日

年 月 日

 

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

目標設定の考え方
（平成２２年度・２６

年度）

（Ａ）　地域での助け合いが行われていると感じている人の割合
＊地域での助け合いが行われていると感じている人の割合の目標を、平成２２年度６５．５％、平成２６年
度６７％としていたが、平成２２年度の実績が７０．１％と大きく伸びており、今後はこの水準を維持していく
ことを目標とする。（平成２３～２６年度目標値 ７０．１％）

（Ｂ）　日常的に福祉活動を行っていると思う人の割合
＊地域福祉の充実を図るために必要な数値として、新総合計画では平成２６年度の住民の福祉活動への
参加目標を３０％としている。 また、平成２２年度の実績が２６．６％であるため、平成２３年度もこの水準
を維持していくこととして目標設定を２６．６％とする。

D

57.9％

％

E

２３年度（目標）

(24.9)
26.6

(65.5)
70.1

65.5

70.1

２２年度（目標）
　　　　　（実績）

26.6

２０年度（実績）

18.3

２１年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

1９年度（実績）

64.4

16.4

236,057 235,692236,711

24.6

人

平成平成平成平成 年度年度年度年度 施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート１１１１

作成日
更新日

23232323

236,357

25723平成

平成

関　係　課　名

202,983

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

64.2

18.8

 

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

対象指標

A
地域での助け合いが行われ
ていると感じている人の割合

B
日常的に福祉活動を行っ
ていると思う人の割合

C

（Ａ）　佐賀市民意向調査によるもの

（Ｂ）　佐賀市民意向調査によるもの

(A)　地域での助け合いというものが地域福祉の原点であるという考えから、「地域での助け合いが行われ
ていると感じている」という人の割合をもって成果指標とした。

（Ｂ）　福祉への関わりや関心を持っているかどうか、また実際の活動状況を計るために「日常的に福祉活
動を行っていると思う」という人の割合をもって成果指標とした。

1８年度（実績） ２６年度（目標）

地域福祉の充実

1９年度（実績） ２０年度（実績） ２１年度（実績） ２３年度（目標）

市民

２２年度（実績）単位

施策№

2

5

第２章

施　策　名

65.1

成果指標 単位 1８年度（実績）

232,196人口 235,317

多くの市民は、地域の福祉活動に参加しており、地域の助け合いにより安心して暮らすことができる。

２６年度（目標）

(67.0)
70.1

30.023.2

福祉総務課

江副元喜

 

市民に地域での福祉活動への参加を促すことにより、支え合いによって安心して生活を送ることができる地域づくりを目指す。

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

地域で安心して生活できる社会の実現



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名：県内９市 ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 × 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

【現状・課題】
■市民意向調査では地域福祉の達成度が上がっており、地域における「共助の意識」が高まっていることがうかがえる。
■地域福祉の主体は地域住民であり、今後更にお隣・ご近所同士の支え合い・助け合いを促進する必要がある。
■少子高齢社会の抱える問題や経済不況による生活不安などによって、地域福祉の重要な担い手である民生委員・児童委員への依存度
も高く、業務も複雑多様化していることから、民生委員・児童委員への負担が大きくなってきている。この負担軽減のためにも地域（自治会・
校区社会福祉協議会・PTA・消防団などの地域の組織）の理解と協力、役割分担などが必要である。
■施策の中の各種団体に対する事業（補助）において、一部には会員の高齢化などに伴う活動の停滞や組織の脆弱さが見られ、組織の運
営やあり方などに再構築が必要な団体などがある。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

■達成度　：　H２２年度の総合計画の基準値について、成果指標A・Bともに「達成」しており、災害時要援護者避難支援対策事業の推
進や民生委員・児童委員の活動などによって、市民が地域福祉への関心を深めたと思われる。
■妥当性　：　構成事業については、事業主体となる各種団体への補助などが多いが、経費に対する事業の効果や必要性などについ
ては、事業の精査や各団体からの聞き取りなどを行って、事業の見直しを行う必要がある。
■経済性　：　費用対効果については、各事業費用を増加することなく成果指標は増加しており、妥当な水準であると考える。
■必要性　：　佐賀市民意向調査における「地域福祉の充実」の今後の重要度では、H２２・H２３年度ともに８５．３%と高い水準で推移し
ており、少子高齢社会におけるこの施策の必要性を多くの市民が感じていると考える。

必要性（市民・社会ニーズ） 増加している

妥当ではない

● 一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

●

一部妥当ではない

■支援を必要とする人を地域で支え合うという地域福祉の仕組みづくりに取り組む。
■困りごとや不安を抱え込まないで、民生委員・児童委員や公的相談窓口などに気軽に相談する。
■地域の福祉活動（隣近所の助け合いなど）に積極的に参加する。
■地域における世代間交流を積極的に推進する。

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

概ね達成 達成していない
評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） ● 達成している

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ● 妥当な水準である

妥当性（構成事業見直し）

■市民一人ひとりが様々な形で地域福祉に関わることができるよう、意識啓発や情報発信を行うことにより、そのきっかけづくりを行う。
■地域福祉活動に関わる団体やボランティア、ＮＰＯなど、各団体間の情報交換の場や連携を支援する。
■福祉サービスを高齢者や障がい者、子どもといった対象者ごとで考えていくだけではなく、居住している地域という場所を
　中心に、「誰もが利用しやすい福祉サービス」を提供し、「支え合い・助け合い」によって解決できる社会の構築を推進する。

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

■少子高齢化の進展に伴って福祉に対するニーズが多様化してきており、高齢者への見守りや子どもへのまなざし活動など、地域における
取組みの必要性が高まってきている。
■国や地方自治体の厳しい財政状況が急激に改善することは難しいことから、公助に頼らない自助・共助の役割が増していく。

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

■市民からは、「地域福祉」に対する行政主導の施策が求められたり、地域住民の協力が得にくいという意見が出ているため、市民一人ひ
とりが様々な形で地域福祉に参加できるよう、意識啓発や情報発信を行っていく。
■議会からは、「地域福祉のニーズが複雑多様化しているが、地域における担い手が不足しているのではないか。また、その主な担い手で
ある民生委員・児童委員に業務が集中してきており、負担が大きくなりすぎているのではないか。」との意見があり、業務の精査や実態の把
握に努め、負担軽減・役割分担などを進めていく。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

・民生委員・児童委員の活動（活動日数等）の
充実
・災害時要援護者避難支援対策事業の推進
・地域福祉システム（ささえ）の整備・充実

・地域福祉の充実は、基本的に地域住民によ
る助け合いや支え合いの共助において行わ
れるべきであり、市の裁量は小さいと考える。
・しかしながら、市民の抱える問題に対して効
果的な施策の立案・推進を行うには市の関わ
りも大きく、住民の公助依存から共助へと意
識を変えるための行政のサポートは重要であ
る。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

・地域福祉計画策定に伴う各種施策の推進
・民生委員・児童委員の活動（活動日数等）の
充実
・校区社会福祉協議会への活動支援の充実
・災害時要援護者避難支援対策事業及び子
どもへのまなざし運動等の推進



　

●次年度方向性の考え方

＊軍恩連盟佐賀市連合会運営経費補
助事業
＊傷痍軍人会運営経費補助事業

事務事業の成果向上余地

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

＊社会福祉協議会活動・運営経費補助事業
＊民生委員児童委員活動・運営経費補助事業
＊小災害見舞金等支給事業
＊成年後見制度利用支援事業
＊福祉総合情報化推進事業
＊地域福祉基金積立金運用益利用事業

＊地域福祉活動経費補助事業
＊災害時要援護者避難支援対策事業
＊地域福祉計画推進事業

事
務
事
業
の
成
果

向上

＊遺家族援護及び慰霊祭経費補助事業 ＊佐賀市原爆被害者の会運営経費補助事業
＊佐賀県更生保護協会運営経費負担事業
＊行旅死亡人及び墓地管理事業
＊中国残留邦人等支援事業
＊災害援護貸付金事業

事　務　事　業　の　コ　ス　ト

維持

減少

減少 維持 増加

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

＊社会福祉協議会活動・運営経費補助事業
＊地域福祉活動経費補助事業
＊民生委員児童委員活動・運営経費補助事業
＊小災害見舞金等支給事業
＊災害時要援護者避難支援対策事業
＊福祉総合情報化推進事業
＊地域福祉計画推進事業

＊成年後見制度利用支援事業
＊地域福祉基金積立金運用益利用事業

＊佐賀市原爆被害者の会運営経費補助事業
＊佐賀県更生保護協会運営経費負担事業
＊遺家族援護及び慰霊祭経費補助事業
＊行旅死亡人及び墓地管理事業
＊中国残留邦人等支援事業
＊災害援護貸付金事業

中

■地域福祉計画推進事業では、佐賀市社会福祉協議会との協働によって見直しを行った地域福祉計画・地域福祉活動計画により、新たな事
業や各種取組みの推進を図る。
■地域福祉活動事業では、校区社会福祉協議会による地域福祉活動事業の積極的な推進を図り、地域福祉の展開を促進していく。
■地域福祉と地域・住民との関わりを分かりやすくして、市民参加の地域福祉が実現できるように啓蒙活動・広報活動を推進する。
■各種団体等の補助に関しては、組織の積極的な活動や効率的な運営が図れるよう、適切な協力・支援を行うほか、費用の効果的な活用が
できるよう精査、見直しを行う。(軍恩連盟佐賀市連合会及び傷痍軍人会への運営経費補助事業については平成２３年度廃止済）
■東日本大震災を受けて災害時要援護者対策の必要性を再確認し、登録促進と避難支援員の確保に努め、更なる事業の促進を図っていく。

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

■地域福祉計画において「公助」・「共助」・「自助」の役割分担を明示しており、地域住民にも自分たちの問題として認識と理解を得られるよう
に、市報及びホームページ並びに民生委員・児童委員などの活動を通じて周知を図り、住民の意識啓発を進める。

■地域の抱えるいろいろな福祉の問題などについて市民にも認識を深めてもらい、それらの課題に対して大きな役割を果たしている民生委員・
児童委員の活動についても理解と協力が得られるように、民生委員・児童委員の活動を広くPRし、地域における福祉活動の担い手を育成す
る。また、校区社会福祉協議会へも積極的に働きかけを行い、地域の課題に対する取り組みなど、新たな事業展開へと結び付けていく。

■施策に関する費用（事業費）のうち、特に各種団体補助については、その活動の概要や組織の活動の活性化、事業や補助の見直しなどにつ
いての検討を行う。

大 中 小

大

小



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）

（28点満点） ・実績水準総合評価（28点満点） 18.90

・18年度評価 17.73 ・重要度総合評価（14点満点） 10.65

・今後のコスト水準（10点満点） 5.95

・19年度評価 17.34 ・市の裁量余地の大小（10点満点） 5.84

・20年度評価 16.39 ※経営戦略会議調整

   なし（採点結果どおり）

・21年度評価 16.79

参考：H23方針

・22年度評価 17.60 成果維持・コスト維持

平成２０年度実績

17

　■平成２４年度方針

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　　④　　　/　  佐賀市人口
）

項　　目

1,298

227

252,701

53,684

効率性指標

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

55,016

278,326

947

62,400

303,581

1,020

平成２１年度実績

306,385

1,071

平成２２年度実績

15

223,310

17

241,181

264

1,284

233

1,181

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策
の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/   佐賀市人口      　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/　  佐賀市人口      　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


